
 

２０２４．２月号
～ふるさとの人材がふるさとで活躍できるように～

 ■■ 今月の主な内容 ■■
●労働組合基礎調査結果の概要

●かごしま子育て応援企業の紹介

●ファミリー・サポート・センターの案内

●「イクボス宣言」しませんか？

●県労働委員会からのお知らせ

●労務費の適切な転嫁のための価格交渉指針

●県中小企業融資制度（伴走支援型借換支援資金）

●職場におけるジェンダー平等推進事業

●鹿児島労働局からのお知らせ

●産業保健総合支援センターからのお知らせ



 
 
 

  
 
 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「かごしま子育て応援企業」に登録しませんか？ 

登録企業 ７８５社（Ｒ６年２月１日現在） 

 

ワタキューセイモア株式会社九州支店 
 

 

 

 

 

 

 
 

【問合せ・登録申込先】 

県庁雇用労政課労働福祉係 ☎099-286-3014 

メール：roufuku@pref.kagoshima.lg.jp 

【県ＨＰ】産業・労働＞雇用・労働 

＞かごしま子育て応援企業登録制度 

 

株式会社下野建設（日置市） 

※詳しい登録申込方法やほかの登録企業の取組等に

ついては，県ホームページをご覧ください。 

かごしま子育て応援企業

登録マーク 

～登録のメリット～ 
○県ホームページや広報誌等で紹介されます。 
○登録企業であることを表示することで，企業のイメージアップにつながります。 
（登録マークを自社のホームページやパンフレット，名刺などに活用できます。） 

○県主催の合同企業説明会等において子育て支援に取り組んでいる企業として分かりやすく 
紹介します。 

○商工中金による低金利の融資「かごしま子育て応援企業ローン」を受けられます。 

※詳しくは商工中金鹿児島支店（TEL：099-223-4101）にお問い合わせください。 

～令和５年度新規企業の中から２社の取組をご紹介します～ 

「かごしま子育て応援企業」とは？ 
県では，従業員の仕事と子育ての両立支援に取り組む企業を「かごしま子育

て応援企業」として登録し，県民の皆様に広く紹介しています。 

登録するには… 
県内に事業所（支店等を含む）があり，次世代育成支援対策推進法に基づく

一般事業主行動計画を策定していることが条件です。 

○業務概要 

 医療・福祉施設における

「治療の場」「生活の場」と

いう２つの側面をトータル

でサポート。医療総合商社

として全国にさまざまな分

野で事業を展開。 

○行動計画の主な内容 

【目標①】 

計画期間における，有給休暇の 

年間取得率 75％以上を維持する。 

〈対策〉 

 ・計画的な年次有給休暇取得の促進を図る。 

 ・毎月有休取得状況を各拠点に配信し， 

社員へ取得を働きかける。 

 ・全社的にワークライフバランスの意識醸成を図る。 

 

【目標②】 

全社員を対象として，男女別の職業と家庭生活との両立

を支援する。 

女性……プレママ休暇の取得者率 ７割以上 

男性……出産に関する慶弔休暇の取得者率 ７割以上 

〈対策〉 

・社内イントラネットやハンドブック等を活用し， 

 育児休職制度に加えて社内の独自制度を周知する 

と共に，プレママ休暇や出産慶弔休暇の取得促進 

を図る。 

・自身および配偶者の出産申告があった社員に対し，

所属長から制度取得を促す。 

・仕事と私生活の両立が可能な職場作りを推進する。 

○業務概要 

 鹿児島を中心に官公庁の発注す

る工事はもちろん，九州各地で情

報インフラの整備を手掛ける。 

○行動計画の主な内容 

【目標①】 

産前産後休業や育児休業，育児休業給付，育休中の社会保

険料免除など制度の周知や情報提供を行う。 

〈対策〉・法に基づく諸制度の調査 

・制度に関するパンフレットを作成し社員に配布 

【目標②】 

育児休業等を取得しやすい環境作りのため，管理職の研修

を行う。 

〈対策〉・管理職へのアンケート調査による実態把握 

・研修内容の検討 ・研修の実施 

【目標③】 

所定外労働を削減するため，ノー残業デーを設定，実施す

る。 

〈対策〉 

・社員へのアンケート調査を行い，各部署毎に問題点を検 

討する。 

・ノー残業デーの実施，管理職への研修（年２～３回）及 

び社内広報誌による社員への周知（毎月）を行う。 

～こんな両立支援に取り組んでいます～ 

社内制度の内容や公的給付について、誰でも遠慮なく尋ね

られる窓口を設置。また、折に触れて、社内会議を利用 

した研修会を開催するなど、制度の周知活動にも力を入れ

ています。 

 

 

 

（姶良市） 
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ファミリー･サポート･センターをご存じですか？ 

【問合せ先】県庁雇用労政課労働福祉係 ☎099-286-3014 メール：roufuku@pref.kagoshima.lg.jp 
【県ＨＰ】産業・労働＞雇用・労働＞労働者の福祉＞ファミリー・サポート・センター 

～こんな時に利用できます～ 

○保育施設や習い事に子どもを送迎してほしい 

○保育施設の保育開始前，終了後や学童保育終了後に子どもを預かってほしい 

○急用時（冠婚葬祭，保護者の病気）に子どもを預かってほしい  

○保護者が買い物などの外出の際，子どもを預かってほしい  など 
 

ファミリー・サポート・センターとは？ 

 育児の援助を受けたい方（依頼会員）と行いたい方（提供会員）が地域の中で助け

合う会員組織で，有償のボランティア活動です。 

 市町村が設置・運営しています。 

※ご利用にあたっては会員登録が必要です。まずは会員登録をお願いします。 

   鹿児島市ファミリー･
  サポート･センター
  ☎099-226-7855

  南さつま市ファミリー･
  サポート･センター 
  ☎0993-78-3322

  ファミリー･サポート･ 
  センター霧島 
  ☎0995-48-6886

  鹿屋市ファミリー･ 
  サポート･センター 
  ☎0994-44-2277

  奄美市ファミリー･ 
  サポート･センター
  ☎0997-69-3710 

いちき串木野市ファミリー 
サポートセンター

  ☎0996-24-5151

  南九州市ファミリー･ 
  サポート･センター 
  ☎0993-38-0800 

  伊佐市ファミリー 
  サポートセンター 
  ☎0995-23-5080 

  垂水市ファミリー･ 
  サポート･センター 

☎0994-31-3052 

  龍郷町ファミリー
  サポートセンター 
  ☎080-2792-0369 

  枕崎市子育て
  サポートセンター
  ☎0993-58-1888

  ファミリーサポート 
  センター出水 
  ☎0996-64-2423

  姶良市ファミリー･ 
  サポート･センター 
  ☎0995-73-3456 

ファミリー･サポート･ 
センター志布志 

  ☎099-472-8993

  徳之島町ファミリー･ 
  サポート･センター
  ☎0997-83-1205 

  ファミリー･サポート･
  センターいぶすき
  ☎0993-32-2022

  ファミリー･サポート･ 
  センター薩摩川内 
  ☎0996-22-5085

  ファミリーサポート 
  センターゆうすい 
  ☎0995-75-2811 

  西之表市ファミリー･ 
  サポート･センター 
  ☎0997-23-0017

  和泊町ファミリー･ 
  サポート･センター
  ☎0997-84-3516 

ハイ，どなたか 

連絡してみましょう 

ハイ， 

わかり

ました 

ファミリー・サポート・ 

センターのしくみ 

サービスの提供 

報酬 

援助依頼 
コーディネート 

会員登録 
会員登録 

ファミリー・サポート・センター 

アドバイザー 

援助を受けたい 

依 頼 会 員 

援助を行いたい 

提 供 会 員 

子どもの  

預かりを  

お願いします 
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イクボスとは？ 
 「イクボス」とは，職場で共に働く部下やスタッフのワーク・ライフ・バランス(仕事と家庭の調和)を考
え，その人のキャリアと人生を応援しながら，組織の業績も結果を出しつつ，自らも仕事と私生活を楽しむ
ことができる上司(経営者・管理職)のことです。 

 
イクボス宣言の効果 
 ・社員のワーク・ライフ・バランスの推進 
 ・働き方の意識や職場の環境や雰囲気の改善 
 ・従業員や職員の満足度，健康度，ロイヤルティ(組織に貢献する気持ち)向上 
 ・生産性の向上と利益拡大          

 
イクボス宣言をするには？ 
 「イクボス宣言」については，特に決まったルールや宣言書の様式はありません。 
積極的に行おうとする取組，目標を記載してください。 

 

※宣言書の一般的な様式例を県ホームページに掲載していますので，各社の状況に応じてご利用ください。 

 また，「イクボス宣言」をされた自治体・企業様は，ぜひ下記までご連絡ください。県ホームページでご紹介させて

いただきます。 

「イクボス宣言」しませんか？ 

【問合せ先】県庁雇用労政課労働福祉係 ☎099-286-3014 メール：roufuku@pref.kagoshima.lg.jp 
【県ＨＰ】産業・労働＞雇用・労働＞働き方改革＞「イクボス」について 
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急激な物価上昇を乗り越え，持続的な構造的賃上げを実現するためには，中小企業がその原資を確保

できる取引環境を整備することが重要であるとして，内閣官房及び公正取引委員会は「労務費の適切な

転嫁のための価格交渉に関する指針」を令和５年１１月に公表しました。 

概要版を掲載しますので，詳しくは，公正取引委員会ＨＰをご覧ください。 

 

 

「労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針」（概要） 

令和５年１１月 

 

１．指針の性格 

  労務費の転嫁に関する事業者の発注者・受注者の双方の立場からの行動指針。 

  発注者及び受注者が採るべき行動／求められる行動を１２の行動指針として取りまとめ，それぞれ

に「労務費の適切な転嫁に向けた取組事例」，「留意すべき点」などを記載。 

  本指針に記載の１２の行動指針に沿わないような行為をすることにより，公正な競争を阻害する

おそれがある場合には，公正取引委員会において独占禁止法及び下請代金法に基づき厳正に対処

することを明記。 

  他方で，発注者としての行動を全て適切に行っている場合，取引当事者間で十分に協議が行われ

たものと考えられ，通常は独占禁止法及び下請代金法上の問題が生じない旨を明記。 

 

２．発注者として採るべき行動／求められる行動 

【行動①：本社（経営トップ）の関与】 

○ ①労務費の上昇分について取引価格への転嫁を受け入れる取組方針を具体的に経営トップまで上

げて決定すること，②経営トップが同方針又はその要旨などを書面等の形に残る方法で社内外に

示すこと，③その後の取組状況を定期的に経営トップに報告し，必要に応じ，経営トップが更な

る対応方針を示すこと。 

 

【行動②：発注者側からの定期的な協議の実施】 

○ 受注者から労務費の上昇分に係る取引価格の引上げを求められていなくても，業界の慣行に応じ

て１年に１回や半年に１回など定期的に労務費の転嫁について発注者から協議の場を設けるこ

と。特に長年価格が据え置かれてきた取引や，スポット取引と称して長年同じ価格で更新されて

いるような取引においては転嫁について協議が必要であることに留意が必要である。 

○ 協議することなく長年価格を据え置くことや，スポット取引とはいえないにもかかわらずスポッ

ト取引であることを理由に協議することなく価格を据え置くことは，独占禁止法上の優越的地位

の濫用１又は下請代金法上の買いたたき２として問題となるおそれがある。 

 

1. 優越的地位の濫用として独占禁止法上問題となるのは，発注者の取引上の地位が受注者に優越していることと

ともに，公正な競争を阻害するおそれが生じることが前提となる。 

2. 買いたたきとして下請代金法上問題となるのは，下請代金法にいう親事業者と下請事業者との取引に該当する

場合であって，下請代金法第２条第１項から第４項までに規定する①製造委託，②修理委託，③情報成果物作

成委託又は④役務提供委託に該当することが前提となる。 

 

【行動③：説明・資料を求める場合は公表資料とすること】 

○ 労務費上昇の理由の説明や根拠資料の提出を受注者に求める場合は，公表資料（最低賃金の上昇

率，春季労使交渉の妥結額やその上昇率など）に基づくものとし，受注者が公表資料を用いて提

示して希望する価格については，これを合理的な根拠があるものとして尊重すること。 

 

「労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針」が公表されました 
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【行動④：サプライチェーン全体での適切な価格転嫁を行うこと】 

○ 労務費をはじめとする価格転嫁に係る交渉においては，サプライチェーン全体での適切な価格転

嫁による適正な価格設定を行うため，直接の取引先である受注者がその先の取引先との取引価格

を適正化すべき立場にいることを常に意識して，そのことを受注者からの要請額の妥当性の判断

に反映させること。 

 

【行動⑤：要請があれば協議のテーブルにつくこと】 

○ 受注者から労務費の上昇を理由に取引価格の引上げを求められた場合には，協議のテーブルにつ

くこと。労務費の転嫁を求められたことを理由として，取引を停止するなど不利益な取扱いをし

ないこと。 

 

【行動⑥：必要に応じ考え方を提案すること】 

○ 受注者からの申入れの巧拙にかかわらず受注者と協議を行い，必要に応じ労務費上昇分の価格転

嫁に係る考え方を提案すること。 

 

３．受注者として採るべき行動／求められる行動 

【行動①：相談窓口の活用】 

○ 労務費上昇分の価格転嫁の交渉の仕方について，国・地方公共団体の相談窓口，中小企業の支援

機関（全国の商工会議所・商工会等）の相談窓口などに相談するなどして積極的に情報を収集し

て交渉に臨むこと。 

 

【行動②：根拠とする資料】 

○ 発注者との価格交渉において使用する労務費の上昇傾向を示す根拠資料としては，最低賃金の上

昇率，春季労使交渉の妥結額やその上昇率などの公表資料を用いること。 

 

【行動③：値上げ要請のタイミング】 

○ 労務費上昇分の価格転嫁の交渉は，業界の慣行に応じて１年に１回や半年に１回などの定期的に

行われる発注者との価格交渉のタイミング，業界の定期的な価格交渉の時期など受注者が価格交

渉を申し出やすいタイミング，発注者の業務の繁忙期など受注者の交渉力が比較的優位なタイミ

ングなどの機会を活用して行うこと。 

 

【行動④：発注者から価格を提示されるのを待たずに自ら希望する額を提示】 

○ 発注者から価格を提示されるのを待たずに受注者側からも希望する価格を発注者に提示するこ

と。発注者に提示する価格の設定においては，自社の労務費だけでなく，自社の発注先やその先

の取引先における労務費も考慮すること。 

 

４．発注者・受注者の双方が採るべき行動／求められる行動 

【行動①：定期的なコミュニケーション】 

○ 定期的にコミュニケーションをとること。 

 

【行動②：交渉記録の作成，発注者と受注者の双方での保管】 

○ 価格交渉の記録を作成し，発注者と受注者と双方で保管すること。 

 

５．今後の対応 

  ①内閣官房において，各府省庁・産業界・労働界等の協力を得て本指針の周知活動を実施し，②公正

取引委員会において，労務費の転嫁の協議に応じない事業者に関する情報を提供できるフォームを

設置する。 

 

 詳しくは，公正取引委員会ＨＰへ https://www.jftc.go.jp/dk/guideline/unyoukijun/romuhitenka.html 
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 新型コロナウイルス感染症等の影響により，経営に支障を来しているものとして，次の要件の

いずれかに該当し，かつ，経営指標の向上目標を設定した経営行動計画書を作成して金融機関によ

る伴走支援を受ける中小企業者等が利用できる県の融資制度です。 

○融資対象者  

(1) セーフティネット保証４号の規定による市町村長の認定を受けていること。（新型コ

ロナウイルス感染症等に起因し，売上が 20％以上減少等。） 

   ※ 新規融資のみでの利用は，令和５年９月末までに市町村に認定申請し，令和５

年 10 月末までに保証機関が保証申込受付したものに限る。なお，借換資金に追加

融資資金を加えることは可能。 

(2) セーフティネット保証５号の規定による市町村長の認定を受けていること。（全国的

に業況の悪化している業種に該当する事業者で売上が５％以上減少等） 

(3) 次の①または②ⅰからⅲのいずれかに該当すること 

    ① 最近１か月間の売上高が前年同月の売上高と比較して５％以上減少していること 

    ②ⅰ 最近１か月間の売上総利益率または営業利益率が前年同月の売上総利益率また

は営業利益率と比較して５％以上減少していること 

    ⅱ 最近１か月間の売上総利益率または営業利益率が直近決算の売上総利益率または

営業利益率と比較して５％以上減少していること 

    ⅲ 直近決算の売上総利益率または営業利益率が直近決算前期の売上総利益率または

営業利益率と比較して５％以上減少していること 

○融資限度額  運転資金・設備資金１億円 

○融資期間   10 年以内（据置５年以内） 

○融資利率   年 1.4％～年 1.9％ 

○信用保証料率 年 0.1％～年 0.51％ 

        県ＳＤＧｓ登録制度の登録を受けている場合は，さらに 0.1％引き下げ 

○取扱期間   令和６年３月 31 日までの保証申込受付分 

○申込・相談先 お取引のあるまたは最寄りの金融機関 

 

【取扱金融機関】鹿児島銀行，南日本銀行，鹿児島信用金庫，鹿児島相互信用金庫，奄美大島信

用金庫，鹿児島興業信用組合，鹿児島県医師信用組合，奄美信用組合の各本・支店 

商工中金，福岡銀行，肥後銀行，宮崎銀行，西日本シティ銀行，熊本銀行，宮崎太陽銀行の各県

内営業店 

県ＨＰ掲載先 ホーム〉産業・労働〉商工業〉融資〉県中小企業融資制度〉制度資金一覧 

伴走支援型借換支援資金 

県中小企業融資制度のご案内 
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事業完了日など
詳細は次ページへ
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